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＜新型コロナウイルス感染症への対応について＞
株主総会へのご出席を検討されている株主様に
おかれましては、当日の健康状態や体調等に十
分にご配慮の上、どうぞご無理をなさらないよ
うお願い申しあげます。
株主総会の議決権行使は、書面又はインターネ
ットによる方法もございますので、併せてご検
討のほどよろしくお願いいたします。
本年の株主総会におきましても、昨年と同様に
株主様へお土産のお渡し及び飲み物のご用意を
いたしておりません。何卒ご理解くださいます
ようお願い申しあげます。

場 所 大阪府門真市新橋町2番11号
当社本店　2階会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」

をご参照ください。）

決 議 事 項

第1号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役（監査等委員である取締役

を除く。）3名選任の件
第3号議案　監査等委員である取締役3名選任

の件



証券コード：4553
2021年6月8日

株 主 各 位
大 阪 府 門 真 市 新 橋 町 2 番 1 1 号

代 表 取 締 役 社 長 吉 田 逸 郎

第65期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第65期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、インターネット又は書面によ
り事前に議決権を行使していただき、株主総会当日のご来場は、健康状態や体調等に十分にご配慮の上、ご無理
をなさらないようお願い申しあげます。
　なお、インターネット又は書面により議決権をご行使いただく場合には、お手数ながら後記の株主総会参考書
類をご検討の上、2021年６月24日（木曜日）午後５時40分までに議決権を行使してくださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

1．日　　　時 2021年6月25日（金曜日）午前10時
2．場　　　所 大阪府門真市新橋町2番11号

当社本店　2階会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
感染拡大を防止するため、座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が減少いたし
ます。そのため、当日ご来場いただいても入場をお断りする場合がございます。予めご了
承のほど、よろしくお願い申しあげます。

3．目 的 事 項
報 告 事 項 1．第65期（2020年4月1日から2021年3月31日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2．第65期（2020年4月1日から2021年3月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第 1 号議案 剰余金処分の件
第 2 号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）3名選任の件
第 3 号議案 監査等委員である取締役3名選任の件

以　上
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●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
●次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させてい

ただきますので、本招集ご通知提供書面には記載しておりません。
　①連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　②計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
なお、会計監査人及び監査等委員会が監査をした連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知に記載の各書類とインターネ
ット上の当社ウェブサイトに掲載の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主資本等変動計算書」及び「個別注
記表」で構成されております。

●株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
に掲載させていただきます。

当社ウェブサイト（https://www.towayakuhin.co.jp/）

＜新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について＞
●当社役員及び運営スタッフは、当日の体調及び体温を確認の上、マスク着用で応対させていただきます。
●当日ご出席される株主様におかれましては、マスク着用の上、検温及びアルコール消毒液のご使用にご協力いただきますよう

お願い申しあげます。
●マスク着用にご協力いただけない方や発熱がある方、体調が優れない方は入場をお断りする場合がございます。
●株主総会の所要時間短縮のため、報告事項等を簡潔に説明させていただく場合がございます。株主の皆様におかれましては、

事前に本招集ご通知にお目通しいただきますようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内
議決権の行使には以下の3つの方法がございます。

株主総会にご出席いただかない場合

インターネットによる議決権行使の場合
（パソコン又はスマートフォン、携帯電話）
各議案に対する賛否をご入力ください。
行使方法につきましては、次頁をお読みください。

行使期限
2021年6月24日（木曜日）
午後5時40分入力分まで

書面による議決権行使の場合
同封の議決権行使書用紙に
各議案に対する賛否をご表示の上、ご返送ください。

行使期限
2021年6月24日（木曜日）
午後5時40分到着分まで

・書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使
の内容を有効として取り扱わせていただきます。

・インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさ
せていただきます。

株主総会にご出席いただく場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申し
あげます。

開催日時 2021年6月25日（金曜日）
午前10時（受付開始 午前9時）
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

・インターネットによる議決権行使は、毎日午前２時から午前５時までは取扱いを休止します。
・議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料・通信料等は株主様のご負担となりますので、ご了承ください。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJが運営する「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。

システム等に関する
お問い合わせ先

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

（受付時間　9：00～21：00　通話料無料）▶ 0120‒173‒027

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

QRコードを読み取る方法 ログインID・パスワードを
入力する方法

ログインID及びパスワードを入力することなく議決権行使
サイトにログインすることができます。

お手持ちのスマートフォン等にて、議決権行使書用紙
右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

QRコードでの議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、PC向けサ
イトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「ログ
インID」・「仮パスワード」を入力してログインし、再
度議決権行使をお願いいたします。

議決権行使サイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

パソコン、スマートフォン又は携帯電話から、上記の
議決権行使サイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID」・「仮パ
スワード」をご入力ください。2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力
「ログイン」を
クリック

仮パスワードによるログインの際には、自動的にパス
ワード変更お手続き画面になりますので、任意のパス
ワードにご変更ください。

3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

※�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ移動
できます。

※「QRコード」は（株）デンソーウェーブの登録商標です。
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金処分の件

　当社は、経営基盤の強化を図りつつ、業績に応じた配当を行うことを基本方針とし、株主の皆様へ
の安定的な配当を維持していくことを重要な課題と認識しております。
　この方針に基づき、当事業年度の業績及び今後の事業展開を勘案し、慎重に検討いたしました結果、
剰余金処分につきましては次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
1 配当財産の種類 金銭といたします。

2 配当財産の割当てに
関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金22円
配当総額 1,082,719,550円
なお、中間配当金として１株につき22円を
お支払しておりますので、当期の年間配当金は
１株につき44円となります。

3 剰余金の配当が効力を生じる日 2021年６月28日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会
終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると
判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

１

よし

吉
だ

田
いつ

逸
ろう

郎
（1951年４月27日）

所有する当社の株式数
1,455,309株

再 任

1979
1983
1983
1986
1990
1990
1991
1991
1996

年
年
年
年
年
年
年
年
年

５
10
12
８
４
６
６
11
６

月
月
月
月
月
月
月
月
月

当社入社
当社経理部長
当社取締役経理部長
当社取締役総務部長
当社取締役社長室長
当社専務取締役社長室長
当社専務取締役生産本部長 兼 社長室長
当社専務取締役社長室長
当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
ジェイドルフ製薬㈱代表取締役会長
大地化成㈱代表取締役会長

【取締役候補者とした理由】
当社グループ全体の事業及び経営・管理に関する業務に従事し、事業経営及び管理・運営業務に関
する豊富な経験と知見を有していることから、取締役会の意思決定機能を強化することが期待され
るため、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

２

こん

今
の

野
かず

和
ひこ

彦
（1954年10月８日）

所有する当社の株式数
10,430株

再 任

1998
2005
2007
2009
2013
2014
2017

2019

2020

年
年
年
年
年
年
年

年

年

11
４
４
10
６
４
６

４

６

月
月
月
月
月
月
月

月

月

当社入社　生産本部山形工場品質保証部次長
当社生産本部山形工場品質保証部長
当社信頼性保証本部品質保証部長
当社生産本部大阪工場長
当社取締役生産本部副本部長
当社取締役生産本部長
当社常務取締役生産本部 兼 研究開発本部
兼 製剤技術本部 兼 原薬事業本部担当
当社常務取締役信頼性保証本部 兼 生産本部
兼 製剤技術本部担当
当社専務取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
グリーンカプス製薬㈱代表取締役会長

【取締役候補者とした理由】
当社において主として生産及び品質保証部門に従事し、事業経営及び管理・運営業務に関する豊富
な経験と知見を有していることから、取締役会の意思決定機能を強化することが期待されるため、
引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

３

た

田
なか

中
まさ

政
お

男
（1954年７月４日）

所有する当社の株式数
4,375株

再 任

2009
2011
2016
2017
2019
2020

年
年
年
年
年
年

４
４
10
６
４
６

月
月
月
月
月
月

当社入社　内部監査室次長
当社内部監査室長
当社広報・ＩＲ室長 兼 人事部長
当社取締役管理本部長
当社取締役 管理本部担当
当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱プロトセラ代表取締役会長

【取締役候補者とした理由】
管理部門に従事し、事業経営及び管理・運営業務に関する豊富な経験と知見を有していることか
ら、取締役会の意思決定機能を強化することが期待されるため、引き続き取締役候補者といたしま
した。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、会社法第４３０条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその職務の執行に

関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補すること
としております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回役員等賠償責任保険契約更新時には、
同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役白川敏雄氏、栄木憲和氏及び根本秀人氏は、本総会終結の時をもって任期
満了となります。
　つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

１

し ら

白
か わ

川
と し

敏
お

雄
（1952年10月12日）

所有する当社の株式数
11,339株

再 任

2006
2008
2015

2017

2019
2019

年
年
年

年

年
年

10
４
６

４

４
６

月
月
月

月

月
月

当社入社　研究開発本部開発部 部長
当社企画本部製品戦略部長
当社常務取締役事業開発室 及び 国際部管掌 製品戦略
部長
当社常務取締役製品戦略本部 兼 国際事業本部 兼 開
発企画室担当
当社常務取締役
当社取締役［常勤監査等委員］（現任）

（重要な兼職の状況）
該当なし

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
当社において主として戦略及び企画部門に従事し、事業経営及び管理・運営業務に関する豊富な経
験と知見を有していることから、取締役会の監督機能を強化することが期待されるため、引き続き
監査等委員である取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

２

え い

栄
き

木
の り

憲
か ず

和
（1948年４月17日）

所有する当社の株式数
－

社 外

再 任

1979
1994
1997
2002
2007
2010
2014

2015
2015
2016
2018
2019

年
年
年
年
年
年
年

年
年
年
年
年

８
１
３
７
１
４
５

４
６
４
６
６

月
月
月
月
月
月
月

月
月
月
月
月

日本チバガイギー㈱入社
バイエル薬品㈱入社
同社取締役滋賀工場長
同社代表取締役社長
同社代表取締役会長
同社取締役会長
アンジェスＭＧ㈱（現アンジェス㈱）社外取締役（現
任）
㈱ファンペップ社外取締役（現任）
当社社外取締役
ソレイジア・ファーマ㈱社外取締役（現任）
㈱ジーンテクノサイエンス社外取締役（現任）
当社社外取締役[監査等委員]（現任）

（重要な兼職の状況）
アンジェス㈱社外取締役
㈱ファンペップ社外取締役
ソレイジア・ファーマ㈱社外取締役
㈱ジーンテクノサイエンス社外取締役

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
グローバル企業での豊富な経験や幅広い見識を有しており、健全かつ効率的・客観的な経営の推進
についての助言・提言が期待されるため、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしま
した。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬委員として当社の役員候補者の選定や役員報酬
等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

３

ご

後
と う

藤
け ん

研
りょう

了
（1958年２月18日）

所有する当社の株式数
－

社 外

新 任

1981

1984
2005
2010
2013
2015
2020

年

年
年
年
年
年
年

９

３
５
７
７
７
７

月

月
月
月
月
月
月

監査法人朝日会計社（現 有限責任あずさ監査法人） 入
所
公認会計士登録
同法人代表社員（現パートナー）
同法人理事大阪事務所第３事業部長
同法人専務理事
同法人大阪事務所長
後藤研了公認会計士事務所 開設（現任）

（重要な兼職の状況）
公認会計士（後藤研了公認会計士事務所）

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
公認会計士としての財務・会計等の分野における専門的な知識と監査法人の経営者としての豊富な
経験を活かして、経営の透明性と客観性向上についての助言・提言が期待されるため、監査等委員
である社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．栄木憲和氏及び後藤研了氏は、社外取締役候補者であります。当社は栄木憲和氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ており、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。また、後藤
研了氏につきましても、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認された場合には、
独立役員として指定する予定であります。

３．栄木憲和氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、本総会終結の時をもって社外取締役としての在任期間は６年（うち
監査等委員としての在任期間は２年）となります。

４．当社は、栄木憲和氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定で
あります。また、後藤研了氏の選任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定であります。

５．当社は、会社法第４３０条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその職務の執行に
関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補すること
としております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回役員等賠償責任保険契約更新時には、
同内容での更新を予定しております。

以上
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事業報告（2020年 4 月 1 日から2021 年 3 月31日まで）

提供書面

1. 企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、厳し
い状況で推移しました。昨年5月の緊急事態宣言解除後、社会経済活動のレベルが段階的に引き上げ
られていくなかで、極めて厳しい状況から持ち直しの動きが見られるものの、足元では新型コロナウ
イルス感染症の感染者数が再び増加傾向となり一部地域で再度緊急事態宣言が発出される等、依然と
して先行き不透明な状況が継続しております。世界各地域においても新型コロナウイルス感染症の感
染拡大、都市封鎖等による経済の減速から、ワクチン接種が開始されたこと等により回復基調となっ
た期間でしたが、今後の感染再拡大等のリスクは依然残っております。
　当社グループにおける新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響としましては、販売面において、
患者の受診抑制等による影響があったものの、グループ全体の売上への影響は軽微なものとなりまし
た。また、生産面においても、海外での都市封鎖や外出制限等により、原薬の調達に一部影響があり
ましたが、原薬の複数購買化等により安定供給への影響は限定的なものに留まり、現在はほぼ解消さ
れております。

第64期
（2020年３月期）

110,384百万円

第65期
（2021年３月期）

154,900百万円

　売上高

154,900百万円
40.3%増前連結会計年度比

第64期
（2020年３月期）

16,143百万円

第65期
（2021年３月期）

19,923百万円

　営業利益

19,923百万円
23.4%増前連結会計年度比

第64期
（2020年３月期）

20,990百万円

第65期
（2021年３月期）

18,677百万円

　経常利益

18,677百万円
11.0%減前連結会計年度比

第64期
（2020年３月期）

14,503百万円

第65期
（2021年３月期）

13,958百万円

　親会社株主に帰属する当期純利益

13,958百万円
3.8%減前連結会計年度比
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　以上のように、当連結会計年度における新型コロナウイルス感染症の感染拡大が当社グループの業
績に与える影響は軽微ですが、今後の感染拡大の状況が長期化・深刻化した場合には、当社グループ
業績に影響を及ぼす可能性があります。
　ジェネリック医薬品業界では、2017年6月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針
2017」において、「2020年9月までに、後発医薬品の使用割合を80%とし、できる限り早期に達成
できるよう、更なる使用促進策を検討する。」ことが決まり、これを受けて2018年4月の診療報酬改
定以降、各種施策が講じられました。さらに2020年4月の診療報酬改定においても、引き続き「後発
医薬品やバイオ後続品の使用促進」策が決まり、ジェネリック医薬品の普及が進んだ結果、2020年
12月の数量シェアは79.4%(2020年10-12月期 日本ジェネリック製薬協会調べ)となり、目標をほぼ
達成しました。
　一方、2019年10月と2020年4月に薬価改定が実施され、また、昨年7月に閣議決定された「経済
財政運営と改革の基本方針2020」を踏まえ、2021年4月にも薬価改定が行われました。このように、
2021年度以降は2年に1度の通常の薬価改定に加え、中間年における薬価改定の実施により毎年薬価
改定を行うという方針が決定しているため、今後医薬品業界にとって極めて厳しい状況が続くことが
想定されます。
　以上のような状況の下、当社グループにおいては、2018年5月に発表した「中期経営計画
2018-2020 PROACTIVE」（以下、「中期経営計画」という。）に基づき、国内ジェネリック医薬
品事業を基盤としつつ、新規市場への進出・新規事業の創出等、いつの時代も世の中や地域社会に必
要とされる企業となるべく各種課題に取り組んでおります。
　昨今の医薬品における品質や安全性に起因する各種問題により、医薬品業界の置かれた環境は厳し
さを増しておりますが、当社は品質管理面において医薬品の製造管理及び品質管理の基準であるGMP
省令やその他関連する法令の遵守はもちろんのこと、GMP三原則で示されている「人為的な誤りを最
小限にする」という観点も踏まえつつ、国際基準の導入や独自の制度・教育訓練の実施を通じて、医
薬品の品質と安全性の確保に取り組んでおります。また、安定供給体制の維持・強化のため、原薬の
複数購買化や製造所の監査等を推進し、グループ全体として原薬製造から製剤製造、物流、販売に至
るまで、ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底に向けた取り組みを継続して行っております。
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　このような当社の基本的考え及び取り組みの下、販売面に関しては、6月に新製品10成分22品目を
初年度3,200百万円の売上計画で販売を開始し、12月には新成品2成分10品目を初年度770百万円の
売上計画で販売を開始しました。また、生活改善薬として7月に『バルデナフィル錠10mg/20mg「ト
ーワ」』、10月に『デュタステリドカプセル0.1mgZA/0.5mgZA「トーワ」』、11月に『タダラフ
ィルOD錠10mgCI/20mgCI「トーワ」』を発売し、当社のジェネリック医薬品の製品数は343成分
770品目となりました。
　新規市場への進出として、前期にスペインの大手医薬品メーカーであるCorporación Químico 
Farmacéutica Esteve, S.A. 及びEsteve Pharmaceuticals, S.A. （本社：スペイン・カタルーニャ
州）より買収したPensa Investments, S.L. （本社：スペイン・カタルーニャ州、現商号：Towa 
Pharma International Holdings, S.L. 以下「Towa HD」という。）を通じて欧州及び米国市場での
事業展開を果たしました。今後もTowa HDが持つ、欧州複数国及び米国での販売網と、欧州にある
欧米等の基準に準拠した製造拠点を活用し、さらなる事業展開を目指してまいります。
　新規事業の創出として、いつの時代も世の中や地域社会に必要とされる企業を目指し、「健康寿命
の延伸への取り組み」、「健康維持への取り組み」、「病気になる前に健康状態に戻すための取り組
み」、「地域包括ケアシステムへの対応」等を中心に、新たな健康関連事業の研究を行い、事業化に
向け取り組んでおります。その取り組みの一環として、2020年4月に国立研究開発法人国立循環器病
研究センターと植物由来成分「タキシフォリン」の認知症予防効果に関する医学的エビデンス構築を
目的とする共同研究を開始し、また地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪精神医療センターと、ア
ルツハイマー型認知症のバイオマーカーに関する共同研究契約の締結を行いました。そして2021年
3月には検査事業の立ち上げを目指し、衛生検査所として認定を受け、タンパク質の解析に関する独
自の基盤技術を用いて疾病リスクの検査サービス事業を展開している株式会社プロトセラの株式を第
三者割当増資引受により取得しました。さらに、新規事業に関する営業戦略の立案と実行及び営業現
場への支援・推進を行う組織を新設し販売力の強化に取り組み、前年度に当社で販売を開始したユニ
バーサル・サウンドデザイン株式会社が展開する「話し手」の声を聞きやすい音質に変換する対話型
支援機器「comuoon」の販売も順調に推移しました。
　このような活動の結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は、154,900百万円（前期
比40.3%増）となりました。売上原価率は57.7%と前期比3.6ポイント上昇したものの、売上総利益
は65,451百万円（同29.2%増）となりました。また、販売費及び一般管理費については、45,527百
万円(同32.0%増)となりました。その結果、営業利益は19,923百万円（同23.4%増）となりました
が、デリバティブ評価損が発生したことにより経常利益は18,677百万円（同11.0%減）、親会社株
主に帰属する当期純利益は13,958百万円（同3.8%減）となりました。
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　国内の売上高は、2019年10月と2020年4月に行われた薬価改定の影響や新型コロナウイルス感染
症の感染拡大による一部の影響がありながらも近年追補品等の売上が順調に推移し、118,685百万円
（前期比7.5％増）となりました。売上原価率は53.6%と前期比0.5ポイント改善し、売上総利益は
55,109百万円（同8.8%増）となりました。また、販売費及び一般管理費については、人件費、研究
開発費等の増加、Towa HD買収によるのれん償却費の発生等により35,612百万円(同3.2%増)とな
りました。その結果、営業利益は19,497百万円（同20.8%増）となりました。
　海外の売上高は36,214百万円、売上原価率は71.4%、売上総利益は10,341百万円となりました。
また、販売費及び一般管理費については、9,915百万円となりました。その結果、営業利益は425百
万円となりました。

15



② 設備投資の状況
　当連結会計年度において、医薬品生産能力の増強等を目的として、総額10,353百万円の設備投資
を行いました。

③ 資金調達の状況
　当社グループは、当連結会計年度において、借入金により40,500百万円（短期借入金からの借り
換え20,000百万円を含む）の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2020年５月８日に株式会社三協が保有するグリーンカプス製薬株式会社の全株式を取得
し、100％子会社といたしました。

16



(2) 財産及び損益の状況の推移 （単位：百万円）

区　　　分 第62期
（2018年３月期）

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

第65期
(当連結会計年度)

（2021年３月期）
売 上 高 93,430 105,104 110,384 154,900
経 常 利 益 11,717 18,865 20,990 18,677
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 6,495 13,475 14,503 13,958

１株当たり当期純利益 132円00銭 273円85銭 294円74銭 283円62銭
総 資 産 177,181 188,803 230,016 245,668
純 資 産 79,920 91,771 104,665 116,599
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,624円09銭 1,864円92銭 2,126円72銭 2,369円21銭

（注）１．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を第63期の期首から適用しており、第62
期の総資産の金額については、当該会計基準を遡って適用した後の金額となっております。

２．当社は、2019年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第62期（2018年３月期）の期首に当該
株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産額」を算定しております。

３．当社は、Pensa Investments, S.L.（現Towa Pharma International Holdings, S.L.）の全株式を取得し完全子会社としたことによ
り、第64期において、総資産が50,959百万円増加しております。また、第65期において、売上高が36,214百万円増加しておりま
す。

４．第65期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第64期に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定
の内容を反映しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会　社　名 資　本　金 当社の出資比率 主要な事業内容

ジェイドルフ製薬株式会社 40百万円 100％ 医療用医薬品の製造・販売

大 地 化 成 株 式 会 社 50百万円 100％ 医薬品原薬・中間体の研究開発
及び製造

グリーンカプス製薬株式会社 90百万円 100％ ソフトカプセル製造
T o w a  P h a r m a  
International Holdings, S.L. 3百万ユーロ 100％ 医療用医薬品の製造・販売
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(4) 対処すべき課題
「（１）当連結会計年度の事業の状況」の「①事業の経過及び成果」に述べているように、業界環

境が大きく変化していますが、当社は信頼性のさらなる向上を行いつつ、当社グループの役員と社員
が共通認識を持って、いつの時代でも、どの地域でも、その地域に住んでいる人々に必要とされる会
社、必要とされる製品・サービスを提供することができる会社であることを目指します。

当社は、コア事業としての国内外のジェネリック医薬品事業においてこれまで以上に信頼される企
業になるための取り組みとして、安定供給体制や品質保証体制の強化・幅広い品揃え・製品総合力No.
1の製品づくり等によりジェネリック医薬品事業の進化に尽力します。また、これまでに培った知見
や技術の活用だけでなく、新たな技術の獲得やまったく新しい知見や技術との融合を図り、技術イノ
ベーションと製品価値の創出を行うことを通して、健康関連事業においても貢献し必要とされる企業
となるために尽力していきます。

そのために、当社は以下の5つの方針に沿って、各課題に取り組んでまいります。

方針1 コア事業としてのジェネリック医薬品事業の進化
「ジェネリック医薬品への信頼を取り戻すための、品質確保・安定確保の徹底と適切な情報発信」

「総合ジェネリック医薬品メーカーとして、より信頼され、必要とされる存在となる」ことを課題と
して認識し、当社がこれまでに注力してきた取り組みである安定供給体制の向上のための「原薬調達」
「生産能力向上」「販売体制の最適化」を継続していくことに加え、品質保証体制の強化・幅広い品
揃え・製品総合力No.1の製品づくりに取り組みます。

方針2 海外市場での拡大と成長
「世界中の人々の健康に貢献するため、高品質で付加価値のあるジェネリック医薬品を届ける」こ

とを課題として認識し、Towa Pharma International Holdings, S.L. （以下「Towa HD」という。）
を中心として「欧州・米国での新製品投入を通じた事業の持続的成長」「海外の顕在的及び潜在的ニ
ーズにも応える東和品質の製品開発とその展開」「未進出地域への事業拡大に向けた市場探索」等に
取り組むことで、Towa HDを中心として海外市場における国や地域を拡大させつつ、事業規模を成
長させていきます。

当社の国内で評価された製品を海外市場へ提供していくことを目指し、海外の国や地域において当
社の付加価値製剤に対する潜在的ニーズを探索しつつ、新規市場への進出に向けた調査活動を行って
います。海外での販売に関しては、市場性やリスクを考慮しながら現地企業との提携や協力関係の構
築等に取り組んでいます。Towa HDを中心に据えつつ、日米欧3極から世界中の患者に高品質で付加
価値のあるジェネリック医薬品を提供できるグローバル事業基盤を確立していきます。
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方針3 新たな健康関連事業への展開
「健康長寿社会に対応した医療・介護の実現や、医療から未病のケア・予防へシフトする社会に貢

献する」ことを課題として認識し、当社の「人々の健康に貢献する」という理念に沿って、当社は新
たな技術の獲得及びまったく新しい知見や技術との融合を図りつつ、新しい医療体制に対応した健康
に関連する新規事業の創出に取り組みます。

当期は2021年3月31日にウシオ電機株式会社傘下の連結子会社である株式会社プロトセラによる
第三者割当増資を引き受け、同社株式を取得して子会社化し、検査事業に進出するための足掛かりを
得ました。さらに、株式会社バンダイナムコ研究所と「ゲームメソッドを取り入れた服薬支援ツール」
のプロトタイプを完成させる等、その他の新規事業として新たな健康関連サービスの着手に取り組ん
でいきます。

方針4 技術イノベーションと製品価値の創出
「常に最高の東和品質の製品を提供し、持続的に成長することで社会に貢献する」ことを課題とし

て認識し、これまでも取り組んできた「原薬技術」「製剤化技術」「生産技術」における技術イノベ
ーションの創出に継続して取り組んでいきます。また、既存薬の新たな薬効を発見し、別の治療薬と
して開発する「ドラッグ・リポジショニング」等のように新たな製品価値の創出にも取り組んでいき
ます。

方針5 働きがいのある環境づくりと人財育成
「社員一人ひとりにとって働きがいのある会社として、会社と社員が共に成長することで、永続的

に存続する企業であり続ける」ことを課題として認識し、個人の成長やキャリアの充実により、社員
一人ひとりにとって、働きがいのある会社であり続けることに取り組み、製品づくりへのこだわりや
思いが社員に伝承されることで、東和薬品らしさが存続することを目指します。また、社員が成長す
ることで会社の企業基盤が強化され、変化に対応した成長が可能となるように取り組んでいきます。

(5) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）
　当社グループは、医療用医薬品の製造・販売を主な事業としております。

19



(6) 主要な営業所及び工場（2021年3月31日現在）
機　　　能 名　　　称 所　在　地

当 社 本 社 本 社 大 阪 府 門 真 市
守 口 別 館 大 阪 府 守 口 市
東 京 支 社 東 京 都 千 代 田 区

研 究 所 中 央 研 究 所 大 阪 府 門 真 市
製 剤 研 究 所 大 阪 府 門 真 市
京 都 分 析 科 学 セ ン タ ー 京 都 府 京 都 市
尼 崎 リ サ ー チ セ ン タ ー 兵 庫 県 尼 崎 市
姫 路 リ サ ー チ セ ン タ ー 兵 庫 県 姫 路 市
健 都 ヘ ル ス ケ ア 科 学 セ ン タ ー 大 阪 府 吹 田 市

工 場 大 阪 工 場 大 阪 府 門 真 市
岡 山 工 場 岡 山 県 勝 田 郡 勝 央 町
山 形 工 場 山 形 県 上 山 市

物 流 セ ン タ ー 西 日 本 物 流 セ ン タ ー 岡 山 県 勝 田 郡 勝 央 町
東 日 本 物 流 セ ン タ ー 山 形 県 山 形 市

営 業 所 大 阪 営 業 所 大 阪 府 大 阪 市
他 、 全 7 1 営 業 所

ジ ェ イ ド ル フ
製 薬 株 式 会 社

本 社 本 社 滋 賀 県 甲 賀 市
工 場 土 山 工 場 滋 賀 県 甲 賀 市

大 地 化 成
株 式 会 社

本 社 本 社 兵 庫 県 神 崎 郡 福 崎 町
工 場 兵 庫 工 場 兵 庫 県 神 崎 郡 福 崎 町

姫 路 工 場 兵 庫 県 姫 路 市
グリーンカプス
製 薬 株 式 会 社

本 社 本 社 静 岡 県 富 士 宮 市
工 場 静 岡 工 場 静 岡 県 富 士 宮 市

Towa Pharma 
In ternat iona l  
Ho ld ings ,  S . L .

本 社 本 社 スペインカタルーニャ州
バ ル セ ロ ナ
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(7) 従業員の状況（2021年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従　業　員　数 前連結会計年度末比増減
3,456（684）名 131名増（18名増）

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況
従　業　員　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数
2,408（684）名 87名増（18名増） 36.6歳 10.0年

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
借　　入　　先 借　　入　　額

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 33,086百万円
株 式 会 社 国 際 協 力 銀 行 17,000百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 10,130百万円
山 形 県 5,250百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、興和株式会社から、2018年６月、2019年３月、2020年3月及び2021年3月に、ピタバ
スタチンＣａ・ＯＤ錠１ｍｇ「トーワ」、同２ｍｇ「トーワ」及び同４ｍｇ「トーワ」について同社
の製剤特許の特許権侵害を理由として損害賠償を求める訴訟を提起されておりますが、当社からも特
許庁に対して同特許の無効審判を請求しており、裁判所及び特許庁において現在係争中です。
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2. 会社の現況
(１) 株式の状況（2021年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 147,000,000株

② 発行済株式の総数 51,516,000株

③ 株主数 5,819名
④ 大株主（上位10名）

株　　主　　名 持　株　数 持株比率
㈱ 吉 田 事 務 所 20,100千株 40.84％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ （ 信 託 口 ） 2,201千株 4.47％

吉 田 逸 郎 1,455千株 2.95％
ビーエヌワイエム アズ エージーティシーエルティエス 
テ ン パ ー セ ン ト 1,445千株 2.93％

東 和 薬 品 共 栄 会 1,440千株 2.92％

㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 1,213千株 2.46％

東 和 薬 品 社 員 持 株 会 890千株 1.80％

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505224 726千株 1.47％

㈲ 吉 田 エ ス テ ー ト 648千株 1.31％

ザ  バ ン ク  オ ブ  ニ ュ ー ヨ ー ク  メ ロ ン  1 4 0 0 4 4 516千株 1.05％
（注）1．当社は自己株式2,301,475株を保有しておりますが、上記大株主には記載しておりません。

2．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を除いた株式数を基準に算出しております。

⑤ 当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況
区　　　分 株式の種類及び数 交付を受けた者の人数

取締役（監査等委員である取締役
及 び 社 外 取 締 役 を 除 く ）

当社普通株式
374株 1名

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役 - -
社 外 取 締 役 - -

（注）上記とは別に、前事業年度である2020年3月13日付で取締役（監査等委員である取締役を除く。）2名に職務執行の対価として合計5,150
株を交付しております。
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(2) 新株予約権等の状況
その他の新株予約権等の状況
　2015年７月７日開催の取締役会決議に基づき発行した「2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予
約権付社債」に付された新株予約権等の概要

発行日 2015年７月23日（ロンドン時間）
新株予約権の数 415個

新株予約権の目的となる
株式の種類と数

普通株式
行使請求に係る本社債の額面金額の総額を転換価額で除し
た数とする。ただし、行使により生じる１株未満の端株は切
り捨て、現金による調整は行わない。

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権と引換えに金銭の払込は要しない。

新株予約権の行使に際して出資される
財産の内容及びその価額

新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社
債を出資するものとし、当該本社債の価額は、その額面金額
と同額とする。
調整後転換価額は3,764.2円とする。

新株予約権の行使期間 2015年８月６日から2022年７月８日まで
（行使請求受付場所の現地時間）

新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできない。
2022年４月１日（同日を含まない）までは、ある四半期の
最後の取引日に終了する20連続取引日において、当社株式
の終値が、当該最後の取引日において適用のある転換価額の
130％を超えた場合に限って、翌四半期の初日から末日まで
の期間において、本新株予約権を行使することができる。

新株予約権付社債の残高 4,153百万円
（注）１．2019年４月１日付で実施した１株を３株とする株式分割により、以降の転換価額を3,789.3円に調整しております。

２．2019年６月25日開催の第63期（2019年３月期）定時株主総会におきまして、期末配当を当社普通株式１株につき金60円とする剰
余金処分案が承認可決され、2019年３月期の年間配当金を１株につき107.5円としております。これに伴い、本新株予約権付社債
の要綱の転換価額調整条項に従い、調整後転換価額を3,783.6円に調整しております。

３．2020年６月24日開催の第64期（2020年３月期）定時株主総会におきまして、期末配当を当社普通株式１株につき金22円とする剰
余金処分案が承認可決され、2020年３月期の年間配当金を１株につき44円としております。これに伴い、本新株予約権付社債の要
綱の転換価額調整条項に従い、調整後転換価額を3,764.2円に調整しております。

４．2020年7月23日付で2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の一部（10,850百万円）について繰上償還されておりま
す。
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(3) 会社役員の状況
① 取締役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏　　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 吉 田 逸 郎 ジェイドルフ製薬㈱代表取締役会長
大地化成㈱代表取締役会長

専 務 取 締 役 今 野 和 彦 グリーンカプス製薬㈱代表取締役会長

取 締 役 田 中 政 男 ―

取 締 役
(監査等委員・常勤) 白 川 敏 雄 ―

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 栄 木 憲 和

アンジェス㈱社外取締役
㈱ファンペップ社外取締役
ソレイジア・ファーマ㈱社外取締役
㈱ジーンテクノサイエンス社外取締役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 根 本 秀 人 DN Technology & Innovation㈱COO（最高執行

責任者）兼CFO（最高財務責任者）

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 大 石 歌 織 北浜法律事務所・外国法共同事業 パートナー

㈱PALTAC社外取締役
（注）1．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために白川敏雄氏

を常勤の監査等委員として選定しております。
2．取締役(監査等委員)栄木憲和氏、根本秀人氏及び大石歌織氏は、社外取締役であり、当社は、株式会社東京証券取引所に対して、栄木

憲和氏、根本秀人氏及び大石歌織氏を独立役員として届け出ております。
3．取締役(監査等委員)根本秀人氏は、公認会計士として企業会計に精通しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。
4．今野和彦氏ついては、2020年6月24日付で専務取締役に就任いたしました。
5．取締役田中政男氏は、2021年４月14日に開催された株式会社プロトセラの臨時株主総会にて同社の代表取締役会長に就任いたしまし

た。
6．取締役（監査等委員）根本秀人氏は、2020年12月31日付で日本アイ・ビー・エム㈱パートナーを退任し、2021年1月1日付でDN 

Technology & Innovation㈱COO兼CFOに就任いたしました。
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② 事業年度中に退任した取締役
　該当事項はありません。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、優秀な人材確保、役員の職務の執行における委縮防止のため、取締役及び執行役員並びに
子会社の役員を被保険者として、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく以下の
内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結しております。
【保険内容の概要】
・被保険者の実質的な保険料負担割合

保険料は全額会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
・填補の対象となる保険事故の概要

被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を
受けることによって生じることのある損害について填補します。ただし、法令違反の行為である
ことを認識して行った行為の場合等については一定の免責事由を設定しています。

・役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
保険契約には一部免責額を設定しており、当該免責額までの損害については填補の対象とはして
いません。

④ 取締役の報酬等
イ．取締役の報酬等の総額等

区　　　分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
対象となる役

員の員数
（名）

基本報酬 年次賞与
（個人評価部

分）

業績連動報酬等

金銭報酬 非金銭報酬

取 締 役
（監査等委員を除く） 175 103 13 48 10 3名

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

47
（24）

47
（24）

-
-

-
-

-
-

4名
（3名）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

223
（24）

151
（24）

13
-

48
-

10
-

7名
（3名）

（注）１．2019年6月25日開催の第63期定時株主総会において、役員の報酬額を以下のとおり決議いただいております。
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・取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、基本報酬、年次賞与及び中長期業績連動型株式関連報酬を含めて年
額550百万円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）とする。同総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の員数は３名（うち社外取締役は０名）となります。

・監査等委員である取締役の報酬限度額は、社外取締役分も含めて、年額70百万円以内とする。同総会終結時点の監査等委員である
取締役の員数は３名（うち社外取締役は２名）となります。

・上記の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額年額550百万円以内とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役、
社外取締役を除く。）に対して支給する譲渡制限付株式付与のための金銭債権の総額を年額100百万円以内とする。同総会終結時
点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は２名（うち社外取締役は０名）となります。

２．当社は、2018年６月26日開催の第62期定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し同制度廃止までの在任期間に対
応する役員退職慰労金を支給対象となる役員の退任時に支給することを決議いただいております。

３．業績連動報酬等の金銭報酬の内訳は、年次役員賞与40百万円（全ての取締役（監査等委員を除く）に支給）と中長期業績連動型株式
関連報酬18百万円となります。

ロ．業績連動報酬等に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の業績連動報酬は年次賞与及び株式
関連報酬としております。年次賞与は、会社業績に基づく賞与（以下、業績連動賞与という。）と
個人評価に基づく賞与（以下、個人評価賞与という。）で構成しております。
　年次賞与のうち業績連動賞与は、当社が事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、単
体の営業利益目標を指標とし、これに連動して算出しております。
　株式関連報酬は、中長期業績連動型株価連動報酬及び譲渡制限付株式報酬で構成しております。
これらはいずれも中長期的な業績向上への貢献意欲を高めることから中期経営計画に掲げる連結営
業利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出しております。
　中長期業績連動型株価連動報酬は、中期経営計画期間を評価期間として、予め取締役会において
定める基準により、役位別に定める付与ポイント数に、中期経営計画の連結営業利益額の目標達成
度合いに応じた支給率及び評価期間満了時における当社普通株式の時価を乗じた額の金銭を支給し
ております。
　譲渡制限付株式報酬は、原則として、中期経営計画の対象期間の初年度に、予め取締役会におい
て定める基準により、全対象期間にわたる職務執行の対価に相当する額の金銭報酬債権を一括して
支給し、その全額を現物出資財産として払込みを受け、譲渡制限付株式を付与し、その際、当該付
与を受ける取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）との間で、①一定期間、第
三者への譲渡、担保権の設定その他一切の処分を禁止すること、②一定の事由が生じた場合には当
社が当該株式を無償取得すること等をその内容に含む譲渡制限付株式割当契約を締結した上で、そ
の後、譲渡制限が解除される株式数を、中期経営計画に掲げる連結営業利益の達成度に応じて確定
しております。譲渡制限が解除されなかった株式は当社が無償取得します。譲渡制限を解除する
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時期は、譲渡制限付株式付与後3年から30年の間で、取締役会で決定します。
　当事業年度を含む単体の営業利益及び連結営業利益の推移は、以下に記載のとおりです。

区　　　分 第62期
（2018年３月期）

第63期
（2019年３月期）

第64期
（2020年３月期）

第65期
(当連結会計年度)

（2021年３月期）
単 体 営 業 利 益 12,106百万円 15,796百万円 16,735百万円 19,941百万円
連 結 営 業 利 益 11,643百万円 15,968百万円 16,143百万円 19,923百万円

ハ．非金銭報酬等の内容
　取締役が中長期の企業価値向上に貢献するため、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締
役を除く。）に対して譲渡制限付株式報酬を支給しております。当該譲渡制限付株式の内容は「ロ．
業績連動報酬等に関する事項」のとおりであり、その交付状況は「２．会社の現況」の「（1）株
式の状況」の「⑤当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況」
に記載のとおりです。

ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針
（1）方針の決定方法
　決定方針は、指名・報酬委員会において審議・承認し、指名・報酬委員会の承認内容を尊重し
て、取締役会が決定しております。

（2）方針の内容の概要
　当社は、企業理念の実現に向けた優秀な人材確保並びに、中長期的な業績の向上と企業価値の増
大への貢献意識や株主との利益意識の共有、株主重視の経営意識を高めることを主眼とした報酬体
系としており、取締役が職務遂行にあたり、意欲や士気を高めることができるよう、会社・個人業
績について明確な目標設定とそれに基づく報酬としております。
　具体的には、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の報酬等は、基本報
酬、年次賞与及び株式関連報酬で構成しており、各報酬の割合は概ね60%：30%：10%としてお
ります。代表取締役の年次賞与は業績連動賞与を100%としております。
　監査等委員である取締役及び社外取締役の報酬等は、監督機能を担う職責に鑑み、基本報酬のみ
で構成しております。

ａ．基本報酬
　基本報酬は、月例の固定報酬とし、職責・職務を勘案して、他社水準を考慮し決定しておりま
す。

27



ｂ．年次賞与
　業績連動賞与は、当社が特に重視する単体の営業利益目標を指標とし、これに連動して算出
し、個人評価賞与は、各取締役（代表取締役、監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）
の評価に応じて支給しております。
ｃ．株式関連報酬
　株式関連報酬は、中長期業績連動型株価連動報酬及び譲渡制限付株式報酬とし、中期経営計画
に掲げる、当社が特に重視する連結営業利益の目標に連動して、取締役（監査等委員である取締
役及び社外取締役を除く。）に対し、それらのいずれか一方を支給するものとしております。
　中長期業績連動型株価連動報酬は、中期経営計画期間を評価期間として、予め取締役会におい
て定める基準により、役位別に定める付与ポイント数に、中期経営計画の連結営業利益額の目標
達成度合いに応じた支給率及び評価期間満了時における当社普通株式の時価を乗じた額の金銭
を支給しております。
　譲渡制限付株式報酬は、原則として、中期経営計画の対象期間の初年度に、予め取締役会にお
いて定める基準により、全対象期間にわたる職務執行の対価に相当する額の金銭報酬債権を一括
して支給し、その全額を現物出資財産として払込みを受け、譲渡制限付株式を付与します。その
後、譲渡制限が解除される株式数が、中期経営計画に掲げる連結営業利益等の予め定める事項に
おける達成度に応じて、確定します。譲渡制限が解除されなかった株式は当社が無償取得するこ
ととしております。

（3）当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が決
定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内
で、独立社外取締役が半数を占める指名・報酬委員会において報酬案を審議・承認し、取締役会は
指名・報酬委員会の承認内容を尊重して決定していることから、その内容は決定方針に沿うもので
あると判断しております。

（4）取締役会の決議により報酬等の決定を委任している場合の委任に関する事項
　当事業年度における基本報酬及び年次賞与の個人別の報酬額について、2020年6月24日開催の
取締役会決議に基づき、代表取締役社長吉田逸郎がその具体的内容の決定の委任を受けておりま
す。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の決定並びに当社単体の営業利益目標の達成度及
び各取締役の担当事業の業績を踏まえた年次賞与の額の決定です。これらの権限を委任した理由
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は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締役が最も適してい
るからであります。取締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるようにするため
の措置として、指名・報酬委員会に対して、基本報酬及び年次賞与の各報酬支給基準の制定・改正
並びに実支給額について諮問し答申を得るものとし、代表取締役は基本報酬及び年次賞与の各報酬
支給基準に関する答申の内容に従って決定をしなければならないこととしております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）栄木憲和氏は、アンジェス㈱、㈱ファンペップ、ソレイジア・ファー
マ㈱及び㈱ジーンテクノサイエンスの社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別
な関係はありません。

・取締役（監査等委員）根本秀人氏は、2020年12月31日に日本アイ･ビー･エム㈱のパートナ
ーを退任し、2021年1月1日にDN Technology & Innovation㈱のCOO（最高執行責任者）
兼CFO（最高財務責任者）に就任しております。当社と兼職先との間には特別な関係はあり
ません。

・取締役（監査等委員）大石歌織氏は、北浜法律事務所・外国法共同事業のパートナー及び㈱
PALTACの社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
ａ．取締役会及び監査等委員会への出席状況

区　　　分 氏　　　名
取締役会（13回開催） 監査等委員会（13回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 栄 木 憲 和 13回 100％ 13回 100％
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 根 本 秀 人 13回 100％ 13回 100％
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 大 石 歌 織 10回 100％ 10回 100％

（注）１.上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規定に基づき、取締役会決議があったものとみなす書
面決議が３回ありました。

２.取締役（監査等委員）大石歌織氏は、2020年6月24日開催の第64期定時株主総会において選任されたため、取締役会及び監査等
委員会（監査等委員）の開催回数が他の取締役と異なります。なお、取締役（監査等委員）就任以降の取締役会及び監査等委員
会の開催回数は10回であります。
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ｂ．取締役会及び監査等委員会等における発言状況並びに社外取締役に期待される役割に関して
行った職務の概要

・栄木憲和氏は、グローバル企業での豊富な経験や幅広い見識を活かして、健全かつ効率的な
経営の推進について、専門的な立場から監督、助言をいただくことにより、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしていただくことを期待して
おりましたところ、取締役会において、当該専門的な立場から積極的な発言をいただくな
ど、適切な役割を果たしていただいております。また、監査等委員会では当社の経営全般
について適宜、必要な発言を行っており、指名・報酬委員会では委員として、当事業年度
に開催された委員会３回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定
や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

・根本秀人氏は、公認会計士としての専門的な知識及び情報通信企業での経験や見識を活かし
て、経営の透明性と客観性向上について、専門的な立場から監督、助言をいただくことに
より、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしていた
だくことを期待しておりましたところ、取締役会において、当該専門的な立場から積極的
な発言をいただくなど、適切な役割を果たしていただいております。また、監査等委員会
では当社の内部統制について適宜、必要な発言を行っており、指名・報酬委員会では委員
として、当事業年度に開催された委員会３回の全てに出席し、客観的・中立的立場で当社
の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を担っております。

・大石歌織氏は、弁護士としての豊富な経験と専門的な知識を活かして、企業経営の健全性の
確保とコンプライアンス経営の推進について、専門的な立場から監督、助言をいただくこ
とにより、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たして
いただいております。また、監査等委員会では当社の法務リスクについて適宜、必要な発
言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員との間では、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額として
おります。
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(4) 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

② 会計監査人の報酬等の額
支　　払　　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 52百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 52百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分
しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについ
て必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社のうち、在外子会社については、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

③ 会計監査人の非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社では、会計監査人が職務上の義務に違反し、もしくは職務を怠り、又は会計監査人としてふさ
わしくない非行がある等、当社の会計監査人であることにつき当社にとって重大な支障があると判断
したときは、監査等委員会が会社法第340条の規定により会計監査人を解任いたします。また、その
ほか会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合、又は監査の適正性をよ
り高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合には、監査等委員会は、会計監査人
の選任及び解任並びに会計監査人を再任しないことに関する株主総会議案の内容を決定します。

31



(5) 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　当社は、業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動にかかわる法令等の遵守、財産保
全を確保するために統制環境を整え、内部統制システムの整備を行い、企業価値を継続的に高め、全
てのステークホルダーの信頼を得ることを主な目的として企業経営を推進します。

　なお、当社は2019年6月25日開催の第63期定時株主総会決議に基づき、監査役会設置会社から監
査等委員会設置会社へ移行しております。それに伴い、2019年6月25日の取締役会において、「内
部統制システムの整備に関する基本方針」を改定しており、改定後の内容は以下のとおりであります。

① 取締役・従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、当社及び当社子会社（以下、あわせて「当社グループ」といいます。）の全ての役員及び
従業員が遵守すべき「東和薬品グループ企業行動憲章」を制定し、これに基づき、高い倫理観と社会
的良識をもって社会から信頼と支持を得られる正しい企業活動を行います。取締役は取締役会を組織
し、原則毎月1回定期開催するほか必要に応じて随時開催するものとし、重要な課題について善良な
管理者の注意義務をもって十分な検討を行い、適正かつ迅速な意思決定によって経営にあたります。
また、「コンプライアンス基本規程」を制定し、倫理的かつ遵法精神に根ざした企業行動の徹底を図
るとともに、コンプライアンス委員会を設置し、役員及び従業員のコンプライアンス意識向上の施策
の実施とコンプライアンス研修などによる正しい知識の修得に努めます。
　さらに、当社グループ役員及び従業員による不正行為の早期発見・是正を目的に整備した内部通報
制度の適正な運用を図ります。
　一方、社長直轄の内部監査室が全部門の内部監査を実施し、その結果については経営トップに直接
報告します。改善を要する事項についてはフォロー監査を実施し、その改善状況を確認します。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報に関しては、当社は情報セキュリティ管理規程、文書管理規程等に
従って適切な状態で保存、管理し、取締役が、適正かつ効率的に職務を遂行できるようにします。職
務の執行に必要な場合は、何時でも資料の提出を求めることができます。
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③ 損失の危険の管理に関する規程とその他の体制
　当社は、「リスクマネジメント基本規程」を制定し、当社グループの各部門と役員及び従業員全員
が、本基本規程に従い、全社的リスク管理を徹底します。当社グループを取り巻くリスクに迅速かつ
的確に対応することが、当社グループの存続・発展に不可欠であり、リスクの未然防止、又はリスク
発生時の利害関係者の利益喪失及び企業経営への影響度の最小化を図ることを基本としております。
当社グループのリスクマネジメント体制は、最高責任者の社長の下、リスクマネジメント委員会を設
置する体制としております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会に加え、「経営戦略会議」や「経営モニタリング会議」を設置し、経営課題に関する重要
案件を審議します。また、中期経営計画を策定し、基本戦略や経営目標を明確にするとともに、年度
予算で、売上や利益目標を設定し、目標達成に向けた経営を実践します。一方、業務執行面では、「職
務権限規程」及び「業務分掌規程」を定め、権限と責任を明確にするとともに、稟議制度を採用し、
意思決定プロセスの明確化、迅速化を図ります。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、「関係会社管理規程」を定め、グループ全体としての業務の適正を確保するための体制を
整えます。グループ企業については経営企画部が経営管理を担当し、グループ企業から経営状況の報
告を受けるとともに、十分な情報交換、意見調整を行い、各企業の経営意思を尊重しつつ、グループ
全体としての経営効率の向上を図ります。また、当社グループの全ての役員及び従業員が利用できる
内部通報制度を整備し、コンプライアンスに関する基本ルールをグループ内共通のものとするととも
に、必要な施策、研修等をグループ全体で横断的に実施・運用することにより、コンプライアンス経
営の徹底を図ります。

⑥ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会の職務遂行のために補助者を必要とする場合は、その求めに応じて速やかに補助すべ
き専任スタッフを置きます。また、当該専任スタッフは、他部署の従業員を兼務せず、もっぱら監査
等委員会の指揮命令に従わなければならないものとするとともに、その人事異動・評価等について監
査等委員会の事前の同意を得るものとします。
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　取締役は、原則月１回開催する取締役会での業務報告により監査等委員会への報告を行うことを基
本とします。また、当社グループの役員及び従業員は、法令等の違反行為等、当社グループに著しい
損害を及ぼすおそれのある事実について、必要に応じ、あるいは監査等委員会からの要求に従って、
随時報告するものとします。監査等委員会は、必要に応じ何時でも資料の提出を求めることができま
す。内部通報制度を主管するコンプライアンス委員会は、当社グループの役員及び従業員からの内部
通報の状況について、定期的に当社監査等委員会に対して報告するものとします。
　当社は、内部通報制度の利用を含む監査等委員会への報告を行った当社グループの役員及び従業員
に対して、当該報告をしたことを理由とする不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グルー
プの役員及び従業員に周知徹底します。
　監査等委員会は、監査業務を効率的に遂行するために必要な場合、内部監査室と協同して業務を行
い、また、内部監査室は、定期的に内部監査の実施状況を監査等委員会に報告するものとします。
　当社は、監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務に関するものに限る。）について、当
社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は
債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債
務を処理するものとします。
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(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役・従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス委員会の主導の下、役員及び従業員向けに日常的な啓発活動を行うとともに、コ
ンプライアンス推進期間を設けてグループ全体で諸施策を実施しました。具体的には、経営トップか
らコンプライアンスを重視するべき旨のメッセージを役員及び従業員に対して発信しました。国内グ
ループ各社の従業員に、各自の業務とコンプライアンスに関する検討課題に回答することで、一人一
人がコンプライアンスについて考える機会を持つとともに、回答結果を踏まえて今後の施策に反映す
ることとしました。また、役員及び従業員向けにハラスメントや内部通報制度に関するｅラーニング
を実施しました。加えて、労働施策総合推進法の改正に伴うハラスメント防止対策の一環として、ハ
ラスメント防止ハンドブックを作成し、グループ各社に展開しました。
　海外子会社では、法令遵守のための行動規範を制定して役員及び従業員に発信しました。
　内部通報制度は国内グループ内で共通のヘルプラインとして運用されております。グループ各社か
ら寄せられた通報に対し、コンプライアンス委員会が通報者の保護を図りつつ適切に対処しており、
内部監査室によるモニタリングとあわせて、問題の早期発見と是正に寄与しました。海外子会社にも
内部通報窓口を設置して運用を開始しました。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　「情報セキュリティ管理規程」及び「文書管理規程」に基づき、適切に情報の保存及び管理を行う
とともに、必要に応じて、取締役が当該情報を閲覧できるようにしております。

③ 損失の危険の管理に関する規程とその他の体制
　危機管理に関する基本的事項を定めた「リスクマネジメント基本規程」に基づき、リスクマネジメ
ント委員会を開催し、経営に重大な影響を及ぼす危機の未然防止、及び万一発生した場合の被害の極
小化について対応策を検討しております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当事業年度における主な会議の開催状況は以下のとおりです。
取締役会は13回開催され、取締役会規程に則って、十分な検討の上、経営上の重要事項に関する適正
かつ迅速な意思決定を行っています。また、「経営戦略会議」、「経営モニタリング会議」を開催し、
経営課題に関する重要案件を審議しました。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　関係会社管理担当部門は経営企画部であり、「関係会社管理規程」において、協議承認事項及び報
告事項を定め、綿密な連携のもとにグループ全体としての業務の適正を図っております。また、関係
会社に対する監査は内部監査室が行っております。

⑥ 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会の監査が実効的に行われるため、社外取締役を含む監査等委員は、毎月１回、監査等
委員会を開催し、監査方針に則って、監査に関する重要事項の報告、協議、決議を行いました。また、
常勤監査等委員は「取締役会」のほか、「経営戦略会議」「経営モニタリング会議」「コンプライア
ンス委員会」「リスクマネジメント委員会」等への出席を通じて、内部統制の整備、運用状況を確認
しました。さらに、会計監査人及び内部監査室からは定期的に報告を受け、意見交換を実施しました。

(7) 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2021年3月31日現在） （単位：百万円）

科　目 金　額 科　目 金　額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
デ リ バ テ ィ ブ 債 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
製 造 販 売 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

137,290
22,915
38,122
7,694

30,083
8,636

22,232
2,935
4,702
△32

108,378
85,898
49,093
12,628
13,288
8,769
2,119

14,963
7,050
5,402
2,510
7,516

519
1,113
4,239

34
1,758
△148

流 動 負 債 51,516
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 10,000
電 子 記 録 債 務 13,168
短 期 借 入 金 1,111
１年内返済予定の長期借入金 7,181
未 払 金 9,542
未 払 法 人 税 等 2,527
役 員 賞 与 引 当 金 100
設 備 関 係 支 払 手 形 2,375
設 備 関 係 未 払 金 1,869
そ の 他 3,639

固 定 負 債 77,552
新 株 予 約 権 付 社 債 4,153
長 期 借 入 金 69,945
退 職 給 付 に 係 る 負 債 540
そ の 他 2,912
負 債 合 計 129,069
純 資 産 の 部

株 主 資 本 115,554
資 本 金 4,717
資 本 剰 余 金 7,834
利 益 剰 余 金 108,629
自 己 株 式 △5,626

その他の包括利益累計額 1,044
その他有価証券評価差額金 124
為 替 換 算 調 整 勘 定 920
純 資 産 合 計 116,599

資 産 合 計 245,668 負 債 ・ 純 資 産 合 計 245,668
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （単位：百万円）

科　目 金　額

売 上 高 154,900
売 上 原 価 89,448

売 上 総 利 益 65,451
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 45,527

営 業 利 益 19,923
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 30
為 替 差 益 770
補 助 金 収 入 305
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4
そ の 他 377 1,488

営 業 外 費 用
支 払 利 息 190
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 2,388
そ の 他 155 2,734
経 常 利 益 18,677

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 245 245

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 148
投 資 有 価 証 券 評 価 損 19
関 係 会 社 株 式 評 価 損 26 194

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 18,728
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,971
法 人 税 等 還 付 税 額 △515
法 人 税 等 調 整 額 314 4,770
当 期 純 利 益 13,958
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,958

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表（2021年3月31日現在） （単位：百万円）

科　目 金　額 科　目 金　額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

110,409
20,430
1,645
7,415

25,988
22,499
7,847

19,150
1,234
4,219
△22

120,092
65,983
38,023
1,139

11,142
20

1,284
10,492
3,881

991
682
309

53,116
519

41,496
11,391
1,652
1,253

△3,196

流 動 負 債 40,321
支 払 手 形 683
電 子 記 録 債 務 12,680
買 掛 金 7,554
１年内返済予定の長期借入金 6,303
未 払 金 5,725
未 払 法 人 税 等 2,303
役 員 賞 与 引 当 金 65
そ の 他 5,004

固 定 負 債 73,521
新 株 予 約 権 付 社 債 4,153
長 期 借 入 金 68,008
資 産 除 去 債 務 181
そ の 他 1,177
負 債 合 計 113,843
純 資 産 の 部

株 主 資 本 116,533
資 本 金 4,717
資 本 剰 余 金 7,870

資 本 準 備 金 7,870
利 益 剰 余 金 109,572

利 益 準 備 金 399
そ の 他 利 益 剰 余 金 109,172

特 別 償 却 準 備 金 4
圧 縮 積 立 金 334
別 途 積 立 金 64,985
繰 越 利 益 剰 余 金 43,848

自 己 株 式 △5,626
評 価 ・ 換 算 差 額 等 124

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 124
純 資 産 合 計 116,658

資 産 合 計 230,501 負 債 ・ 純 資 産 合 計 230,501
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（2020年4月1日から2021年3月31日まで） （単位：百万円）

科　目 金　額
売 上 高 115,346
売 上 原 価 61,514

売 上 総 利 益 53,831
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 33,890

営 業 利 益 19,941
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 82
為 替 差 益 770
補 助 金 収 入 138
そ の 他 330 1,322

営 業 外 費 用
支 払 利 息 151
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 2,388
そ の 他 92 2,632
経 常 利 益 18,630

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 120
投 資 有 価 証 券 評 価 損 19
関 係 会 社 株 式 評 価 損 54 193

税 引 前 当 期 純 利 益 18,437
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,903
法 人 税 等 調 整 額 △117 4,785
当 期 純 利 益 13,651

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
東 和 薬 品 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中
2021年5月20日

EY新日本有限責任監査法人
大　阪　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 美　和　一　馬　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　山　晃　平　㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、東和薬品株式会社の2020年4月1日から2021年3月31日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
東和薬品株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
東 和 薬 品 株 式 会 社

取 締 役 会 　 御 中
2021年5月20日

EY新日本有限責任監査法人
大　阪　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 美　和　一　馬　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　山　晃　平　㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、東和薬品株式会社の2020年4月1日から2021年3
月31日までの第65期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年4月1日から2021年3月31日までの第65期事業年度における取締役の職務の執行に
ついて監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並び

に当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で

監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又

はインターネット等を経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、

取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告

を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計

監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）

を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。なお、

今後とも継続して内部統制システムの整備と充実に取り組み、当社グループの体制強化を図ることが重要で

あると考えております。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人 ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年5月24日

東和薬品株式会社　監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 白　川　敏　雄　㊞
監 査 等 委 員 栄　木　憲　和　㊞
監 査 等 委 員 根　本　秀　人　㊞
監 査 等 委 員 大　石　歌　織　㊞

（注）監査等委員栄木憲和、根本秀人及び大石歌織は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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株主総会会場
東和薬品株式会社
本店

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

駐車場がございませんので、
ご了承のほどお願い申しあげます。

お願い

京阪電鉄・大阪モノレール
門真市駅 下車
　　　　から徒歩約５分出口❸

交 通

大阪府門真市新橋町２番11号
当社本店　２階会議室
電話（06）6900-9100

会 場

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


